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北日本を対象とした
確率論的地震動予測地図の作成に関する検討

奥村 俊彦1 ・藤原 広行2 ・石井　透2 ・早川　譲2 ・河合 伸一2 ・青井　真2

石川　裕3 ・宮腰 淳一3 ・篠原 秀明4

１．はじめに

　地震調査研究推進本部地震調査委員会が進めてい
る「全国を概観する地震動予測地図」の作成に役立て
るため，防災科学技術研究所では「地震動予測地図作
成手法の研究」を実施している．地震動予測地図のう
ち，確率論的地震動予測地図（以下では確率論的地図
と略す）については，既に中部地方を対象として手法
の検討を実施しているが1)，その後，北日本（北海道
ならびに東北6県）を対象とした検討を行った．本報
告では，評価手法の特徴と結果の概要を述べる．

２．評価手法の概要

(1) モデルの構成
　確率論的地図の作成には，大別して，i) 将来の地震
活動を表す確率モデル（地震活動モデル）と，ii) 特
定の諸元の地震が発生した条件下での個々の地点に
おける地震動の確率分布を表すモデル（地震動評価
モデル）の2つを構築する必要がある．i)の地震活動

モデルは，地震の発生場所，発生確率（あるいは頻
度），規模等を表現するもの，ii)の地震動評価モデル
は，個々の地震に対する平均的な地震動の強さとそ
のまわりのばらつき，地点ごとの増幅特性等を表現
するものであり，これら2つのモデルを組み合わせる
ことにより，地点ごとの地震ハザードを評価し，その
結果に基づいて確率論的地図を作成する．
　北日本の確率論的地図の作成においても，上記の2
種類のモデルを構築しており，既往の報告1)～ 3)に準
拠することを基本として，そこにさらに最近の知見
を反映させている．この際，将来的には全国を対象と
した地図を作成することから，全国に適用可能な
データや手法に基づくものとし，また，現時点の知見
に照らして，最もあり得ると考えられるモデル化と
することを基本的な方針としている．

(2) 地震活動モデル
　北日本で考慮する地震は，表－1に示すように，震
源断層を特定した地震と 震源断層を予め特定しにく
い地震に大別した上で，さらに合計8つに分類して，

　兵庫県南部地震以後に精力的に行われた調査研究の成果として，地震活動や地震動に関する理解が日々深
まりつつある．このような状況下で全国を対象とした確率論的地震動予測地図（地震ハザードマップ）を作
成する場合には，その時点での最新の知見をできるだけ反映させるとともに，一方では，結果の均質性を損
なわないように全国に適用可能なデータ・手法に基づいたものとする必要がある．本報告では，全国版の確
率論的地震動予測地図作成の一環として北日本を対象に新たに検討・導入した地震活動および地震動の評価
手法について述べるとともに，それに基づいて試作した北日本の確率論的地図について考察する．
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図－1　対象地域周辺の主な活断層と海溝型の大地震

それぞれについて地震の発生確率（または発生頻
度），発生場所，および地震規模の確率モデルを作成
している．これらのうち，分類のa)とb)（図－1参照）
については，地震調査委員会から長期評価が公表さ
れている場合にはその評価結果を反映させており，
また，モデル化が可能なものは更新過程を用いて地
震発生確率を評価している．分類のc)については，暫
定的に既往の研究成果4)を参考にモデル化し，地震の
発生時系列はポアソン過程としている．分類のd)～
h)については，別途モデル化されている地震と重複
しないように配慮した上で，規模に上限値を有するb
値モデルを適用し，時系列はポアソン過程でモデル
化している．この際，地域区分した領域内で地震発
生頻度を一様とする方法と微小領域ごとに頻度を変
化させる方法とを併用し，両者の頻度を平均して用
いている．

(3) 地震動評価モデル
　地震動強さの評価は，司・翠川による最大速度の
距離減衰式5)をベースとして，これに，北日本に固有
の特徴である，太平洋プレートの震源深さが数十km
以深の地震時の震度分布が太平洋側で大きく日本海
側で小さくなる傾向を表現するための補正項を加え
たもの6)を用いることとし，ばらつきは対数正規分布
でモデル化している．
　地点ごとの地震動（最大速度）の増幅特性は，対象
地域内の基準地域メッシュ（第3次地域区画，約1km
四方）ごとに，松岡・翠川の方法7)に準拠して設定し
ている．この際，国土数値情報が整備されていない
北方四島については，地質や地形の情報を参照して
いる．対象地域における，工学的基盤（せん断波速度
400m/s相当）に対する最大速度の増幅率を図－2に
示す．

３．評価手法の特徴

　既往の研究例えば4)と比較した場合に，今回の評価
手法の特徴として，地震を細かく分類してモデル化
していること，最新の知見に基づく地震活動の評価
結果が反映されていること，北日本に固有の地域性
を考慮した距離減衰式の補正を施していること，約
1kmメッシュ単位で表層地盤の影響を考慮している
ことなどを挙げることができる．
　特に地震活動のモデル化に関しては，先述の分類
b)の地震のうち宮城県沖とその海溝寄りの領域，お
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表－1　地震の分類と地震活動モデルの概要

図－2　工学的基盤（せん断波速度400m/s相当）
から地表までの最大速度の増幅率
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よび十勝沖と根室沖について，地震活動の長期評価
を踏まえてそれぞれの領域で個別に発生する地震以
外にも2つの領域で連動して発生する地震の可能性
も考慮しており，宮城県沖と十勝沖では，対象期間
内に複数回の固有地震が発生する可能性を考慮して
いる8)．また，福島県沖では長期評価を踏まえて地震
が続発するモデルとしている．さらに，震源断層を
予め特定しにくい地震のうち，太平洋プレートの上
面付近とプレート内部で発生する地震（先述の分類
のd)と e)）を分離し，それぞれに異なる距離減衰式
を適用している．この際，両者の発生頻度は，大まか
に区分した領域ごとに，プレートの上面から20km下
を基準としてその上下の地震の発生頻度の割合に基
づいて設定している．

４．北日本の確率論的地図の試作結果と考察

　以上に述べた手法を用いて，北日本を対象とした
確率論的地図として，2003年1月より30年間あるい
は50年間に特定の地震動の強さを超過する確率の地
域分布を表す地図，および特定の超過確率に対応す
る地震動の強さの地域分布を表す地図を作成した．
図－3には，結果の一例として，50年間の超過確率
が39%, 10%および5%に対応する地表面最大速度の
分布図を示す．同図には，表層地盤による地震動の
増幅の影響が含まれているため，この図だけから地
震活動の影響と地盤条件の影響とを分離して論じる
ことはできないが，増幅率の大きい平野部や盆地で
は，相対的に高いハザードとなることがわかる．ま
た，北海道の南東部から北方四島，および仙台平野
周辺などでは地震ハザードが高く，逆に，北海道の
北部と西部では全般的に地震ハザードが低い．地域
差の点では，東北地方では北海道と比較して地域差
が小さいことが特徴として挙げられる．
　図－4は，98の主要な活断層で発生する固有地震
（表－1の分類a)），海溝型の大地震（分類b)），およ
びそれ以外の地震（分類c)～ h)）のみをそれぞれ考
慮した場合の，50年超過確率10%に対応する最大速
度の分布を示したものである．これらの図と図－3の
(2)との比較から，北日本の太平洋側では海溝型の大
地震の影響が最も大きく，次に震源を予め特定しに
くい地震を主体とするその他の地震の影響が大きい
ことが読みとれる．

５．2003年に発生した3つの地震との関連

　これらの確率論的地図の作成後，2003年5月26日
に宮城県沖で M

J
 =7.1（マグニチュードは2003年9月

25日に改訂されたもの，以下同様）のスラブ内地震，
7月26日に宮城県北部で M

J
 =6.4の地殻内地震，9月

26日に2003年十勝沖地震（M
J
 =8.0）がそれぞれ発生

した．これらの地震によって震度６弱以上となった
宮城県北部や北海道の南東部の地点は，図－3で地震
ハザードが高いと評価されていた地域の中に集中し
ていたことがわかっている．一方，これらの地震を
表－1に基づいて分類すると，十勝沖地震がb)，宮城
県沖の地震がe)，宮城県北部の地震が f) にそれぞれ
該当している．図－4で見ると，十勝沖地震は真ん中
の(2)，宮城県沖と宮城県北部の地震はいずれも右側
の(3)に含まれる．すなわち，北海道の南東部につい
ては，ハザードに対する影響が最も大きいと考えら
れていた分類の地震によって強い揺れがもたらされ
たのに対して，宮城県北部の地域では，1978年の宮
城県沖地震のようなタイプの海溝型大地震と比較し
て影響は小さいものの，評価に際して考慮されてお
り，かつ相応の影響があるとされていた種類の地震
によって強い揺れがもたらされたことになる．この
ことは，多様な地震の影響が含まれている確率論的
地図の有用性を示すものといえる．

６．おわりに

　地震調査委員会による地震活動の長期評価をはじ
めとする最新の知見を考慮し，北日本を対象とした
確率論的地震動予測地図を作成した．現時点では暫
定的な取扱いとしている部分も含まれており，試作
版との位置付けであるが，全国を概観した確率論的
地図の作成のために，今後も手法やデータの検討・改
良・更新を重ねていく予定である．
　なお，北日本の確率論的地図試作版に関する詳細
については，文献9)を参照されたい．
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図－4　地震の分類ごとに作成した、2003年 1月から50年間の超過確率が10%に対応する地表面最大速度の分布

図－3　2003年 1月から50年間の超過確率が39%, 10%および5%に対応する地表面最大速度の分布図
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